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第 10期介護保険事業計画 基本指針（案）について（令和８年度全国介護保険担当課長会議資料から抜粋） 

 

資料１ 
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〔基本指針の構成と新たに計画に盛り込むべき点〕 ※「基本指針の構成」のうち、カッコ書きの漢数字の見出しの一部は割愛しています。 

基本指針の構成 見直しの方針案（抜粋） 新たに計画に盛り込むべき点など 

第一 サービス提供体制の確保及び事業実施に

関する基本的事項 

一 2040 年に向けた地域包括ケアシステムの

深化と地域共生社会の実現 

１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

２ 地域の実情に応じた介護給付等対象サー

ビスの充実・強化 

 

 

 

３ 在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携

を図るための体制の整備 

４ 日常生活を支援する体制の整備 

５ 地域包括ケアシステムの構築を進める地

域づくりと地域ケア会議・生活支援体制整

備の推進 

 

 

６ 介護に取り組む家族等への支援の充実 

７ 認知症施策の推進 

８ 高齢者の住まいの安定的な確保 

９ 地域包括ケアシステムを支える人材の確

保及び介護現場の生産性の向上の推進、経

営改善支援等 

 

10 その他介護保険事業の円滑な実施を確保

するために必要な事項 

 

 

 

 

 

 

●地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市

部、一般市等）の考え方や、地域の類型を踏

まえたサービス提供体制・支援体制の構築に

ついて記載 

 

 

 

 

●頼れる身寄りがいない高齢者等への支援につ

いて、地域ケア会議等を活用しながら地域全

体で対応を協議し、切れ目のない支援が提供

される地域づくりを推進することの重要性に

ついて記載 

 

 

 

●介護人材確保、生産性向上等による職場環境

改善、経営改善支援等について、プラットフ

ォームや協議会の構築・活用を中心に取組の

全体像について記載 

 

 

 

 

 

➔地域類型を踏まえてサービス提供体制を検討

し、特定地域（中山間・人口減少地域）に該

当し得る地域がある場合は、その指定の要否

を検討することが必要（★管内では亀山市の

一部が該当） 
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基本指針の構成 見直しの方針案（抜粋） 新たに計画に盛り込むべき点など 

 

二 介護保険事業（支援）計画の作成に関する

事項 

１ 都道府県による市町村支援並びに都道府

県・市町村間及び市町村相互間の連携 

２ 地域医療構想等との整合性の確保 

３ 効果的・効率的な介護給付の推進 

４ 介護保険制度の立案及び運用に関する

PDCAサイクルの推進 

５ 保険者機能強化推進交付金等の活用 

 

 

 

 

 

 

第二 市町村介護保険事業計画の作成に関する

事項 

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基

本的事項 

１ 基本理念、達成しようとする目的及び地

域の実情に応じた特色の明確化、施策の達

成状況の評価等 

２ 要介護者等の実態の把握等 

 

 

 

 

３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体制の整備 

４ 都道府県との連携 

５ 第 10期の目標 

 

６ 目標の達成状況の点検、調査及び評価等

並びに公表 

７ 他の計画との関係 

 

 

 

 

●計画策定にあたっては、｢時間軸｣、｢地域軸｣

の両視点を念頭に置き、地域住民等の関係者

を交えて議論することについて記載 

●分析対象として介護サービスの提供状況の地

域差を示す指標を追加 

●計画策定の前提となる地域の現状等を把握・

分析する際に、別表１に掲げる指標を参考と

することについて記載 

 

 

●中長期的な推計を踏まえて第 10 期の保険料

や具体的な施策を定めることについて記載 

 

 

 

 

➔地域の特性を把握・分析し、関係者間で共有

した上で検討を進めることが必要 
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基本指針の構成 見直しの方針案（抜粋） 新たに計画に盛り込むべき点など 

８ その他 

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項 

１ 日常生活圏域 

２ 各年度における介護給付等対象サービス

の種類ごとの量の見込み及び 2040 年度を

含む中長期的な推計 

 

 

●2040年度を含む中長期的な推計を行うこと、

各年度や中長期的な推計にあたっては、高齢

者向け住まいの整備状況や医療との連携の状

況を勘案することについて記載 

 

●地域密着型サービスについて、地域住民や医

療機関等への周知及び整備の推進、隣接市町

村間の連携によるサービス活用推進の必要性

について記載 

 

 

➔各サービスの各年度の量の見込み及び 2040

年度を含む中長期的な推計を定めること 

その際、有料老人ホーム・サ高住の入居定員

や要介護者の入居状況及び医療との連携の状

況を勘案することが必要 

➔必要に応じて、地域密着型サービスの広域利

用についての調整などを通じてサービスの活

用を推進すること 

３ 各年度における地域支援事業の量の見込

み及び 2040年度を含む中長期的な推計 

●2040年度を含む中長期的な推計を行うこと、

各年度や中長期的な推計にあたっては、高齢

者向け住まいの整備状況や医療との連携の状

況を勘案することについて記載 

 

●総合事業に係る継続利用要介護者の利用可能

なサービスについて記載 

●通いの場の参加率の目標値を 2040 年までに

更新 

●介護予防と地域の支え合いを一体的に実施す

る拠点の整備・運営の重要性について記載 

●介護予防ケアマネジメントについて居宅介護

支援事業所による直接実施が可能となること

について記載 

➔地域支援事業の種類ごとに各年度の量の見込

みを定めること 

従前相当サービスについては 2040 年度を含

む中長期的な推計を定め、その他の事業につ

いても中長期的な推計を定めるよう努める 

 

 

➔国が 2040 年までに通いの場の参加率 15％を

目指していることを勘案すること 

➔地域の実情を踏まえ、こども・障害分野との

連携による多機能な拠点の整備を検討 

４ 2040 年を見据えた中長期的なサービス

提供体制の確保に関して取り組むべき事項 

（一）地域の実情に応じたサービス提供体制

の確保 

●2040 年を見据えた中長期的なサービス提供

体制の確保に関して取り組むべき事項（中山

間・人口減少地域対応、医療・介護連携、高

齢者向け住まい、人材確保・生産性向上・経

営改善支援等）について記載 

➔被保険者の現状と見込み、保険給付の実績、

指定事業所の運営状況（定員充足率、稼働率、

利用者数の推移等）等を確認し、必要となる

サービスの提供体制の現状を把握 

➔特別地域加算の算定事業所が所在する地域、
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基本指針の構成 見直しの方針案（抜粋） 新たに計画に盛り込むべき点など 

 指定事業所が寡少である地域等がある場合

は、サービス提供の状況や事業所の運営状況

等を確認し、サービス提供の課題に係る実態

を把握 

➔指定サービスの確保に向けた施策を講じても

なお課題が残る場合は、特定地域サービス（特

例介護サービスの新類型）の導入を検討 

➔利用者数の減少等から、給付によるサービス

維持が困難な場合は、特定地域居宅サービス

等事業（地域支援事業）の導入を検討 

（二）医療・介護連携  ➔医療・介護需要に対応するサービスの提供状

況や課題を共有し、協力医療機関を確保でき

ていない施設をリスト化し、マッチングに向

けた議論を行うとともに、医療と介護それぞ

れの 2040年の見込量、地域における医療・介

護の在り方等について議論を行うことが必要 

（三）高齢者向け住まい  ➔有料老人ホーム・サ高住の入居実態を把握し、

入居定員総数や要介護者割合等を勘案し、必

要に応じて特定施設入居者生活介護への移行

促進等を議論することが必要 

（四）人材確保、生産性向上、経営改善支援  ➔介護人材確保のためのプラットフォームに参

画し、必要な人材の確保に向けた取組を行う

ことが重要 

➔生産性向上等の取組の促進を図るための協議

会への参画等を通じて、ＩＣＴやＡＩ技術等

の更なる活用や、経営改善に向けた支援を行

うことが重要 

５ 被保険者の地域における自立した日常生

活の支援、要介護状態等となることの予防

又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防

止及び介護給付の適正化への取組及び目標

設定 

●頼れる身寄りのない高齢者等への支援につい

て、地域包括支援センター等の業務負担軽減

等に留意しつつ、地域全体の課題として連携・

議論を行い、連携先の整理や社会資源の検討

を行いながら、改めて市町村における相談支

➔総合相談支援事業及び包括的・継続的ケアマ

ネジメント支援事業において頼れる身寄りが

いない高齢者等への支援を明確化することに

伴い、改めて市町村において必要な相談支援

体制が整備されているかを確認することが重
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基本指針の構成 見直しの方針案（抜粋） 新たに計画に盛り込むべき点など 

援体制の整備を行うことが重要である旨記載 要 

三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項 

 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進のた

め重点的に取り組むことが必要な事項 

（一）在宅医療・介護連携の推進 

 

 

 

 

●既存会議体等を活用した高齢者施設と協力医

療機関のマッチング支援について記載 

（※以下は任意記載事項であり、必要に応じて

計画に盛り込むこととする） 

（二）高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施 

●一体的実施に関し、質の向上及び量の拡充を

図るフェーズに移行していることを記載 

➔一体的実施について、取組の量的な拡充に加

え、取組の成果を確認しながら質の向上を図

ることを検討 

（三）生活支援・介護予防サービスの基盤整

備の推進 

●互助の推進について追記し、多様な主体の例

示について記載 

●多様な活動や事業を含めた地域の支え合い体

制の状況把握の重要性について記載 

 

 

➔総合事業に該当しない住民主体の活動等も含

め、地域の支え合い体制を把握し、多様な主

体による活動の充実を図ることを検討 

（四）地域ケア会議の推進 ●頼れる身寄りがいない高齢者等への支援につ

いて、市町村が主体となって関係者を含めて

地域全体で対応を協議し、必要に応じて社会

資源の創出を図るなど、利用者への切れ目の

ない支援が提供される地域づくりの推進、都

道府県による支援について記載 

●地域包括支援センターが実施する包括的支援

事業（総合相談支援事業、包括的・継続的ケ

アマネジメント支援事業）において、頼れる

身寄りがいない高齢者等への相談対応等を行

うことを明確化すること、地域の関係者との

協働や多機関連携を更に推進していくことに

ついて記載 

 

（五）高齢者の居住安定に係る施策との連携 ●改正住宅セーフティネット法を踏まえた住宅

部局と福祉部局との連携の重要性について記

載 

➔改正住宅セーフティネット法を踏まえ、住宅

部局と福祉部局の連携による高齢者の居住支

援を計画に位置付けることを検討 
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基本指針の構成 見直しの方針案（抜粋） 新たに計画に盛り込むべき点など 

 

２ 各年度における介護給付等対象サービス

の種類ごとの見込量の確保のための方策 

●特に中山間・人口減少地域において、真にや

むを得ない場合における高齢者事業の廃止・

転用等について記載 

●新たな特例介護サービスについて関係者の意

見を聞くことの重要性について記載 

 

３ 各年度における地域支援事業に要する費

用の額及びその見込量の確保のための方策 

●総合事業の実施状況の評価の際、各サービス・

活動の質の向上のために、利用者の要介護度

や利用者への効果に着目して分析・評価を行

うことの重要性について記載 

➔総合事業について、事業量だけでなく、利用

者の状態や事業の効果に着目して分析・評価

し、質の向上につなげることを検討 

４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確

保及び介護現場の生産性の向上の推進、経

営改善支援等 

●介護人材確保や生産性向上等による職場環境

改善に加えて、経営改善支援について記載 

●介護人材確保について、プラットフォームの

構築・活用を中心に、具体的な記載事項や取

組（多様な人材の確保・育成、離職防止・定

着促進・生産性向上、経営改善支援、介護職

の魅力向上、外国人材の受入環境整備等）に

ついて記載 

●生産性向上、経営改善支援等に関し、協議会

を活用した取組の推進など、具体的な記載事

項や取組について記載 

●「電子申請・届出システム」の利用推進によ

る介護分野の文書負担軽減の重要性について

記載 

 

５ 介護給付等対象サービス及び地域支援事

業の円滑な提供を図るための事業等に関す

る事項 

（一）介護給付等対象サービス 

  

（二）総合事業 ●総合事業に係る継続利用要介護者が利用可能

なサービスについて記載 
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（三）地域包括支援センターの設置、適切な

運営及び評価並びに体制の強化 

●地域包括支援センターの体制整備に向けた取

組として、居宅介護支援事業所による介護予

防ケアマネジメントの直接実施等について記

載 

●地域包括支援センターの事業評価指標も活用

しながら機能強化を図る重要性について記載 

●地域包括支援センターの業務継続に向けた計

画等の策定・見直しについて記載 

➔地域包括支援センターの負担軽減と機能強化

に向け、居宅介護支援事業所への介護予防ケ

アマネジメントの直接委託や、事業評価指標

の活用を検討 

（四）介護に取り組む家族等への支援の充実 ●家族介護者支援の充実に向けて、家族介護支

援事業をはじめとした各種事業の効果的な活

用や、実態・ニーズの適切な把握の重要性に

ついて記載 

➔家族介護者の実態・ニーズを把握し、家族介

護支援事業等を効果的に活用することを検討 

（五）高齢者虐待防止対策の推進 ●養護者に該当しない者による虐待防止にあた

り、地域支援事業や包括的相談支援・アウト

リーチ等を通じた継続的支援の枠組みの活用

について記載 

➔高齢者向け住まいにおける虐待や、養護者に

該当しない同居者等による虐待に対し、アウ

トリーチを含む継続的な支援体制を整備する

ことを検討 

（六）介護現場の安全性の確保及びリスクマ

ネジメントの推進 

●国が構築するシステムを活用した事故情報の

傾向把握、都道府県による市町村への相談対

応・助言等の重要性について記載 

 

６ 認知症施策の推進 ●認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本

計画の策定に伴う記載内容の見直し 

➔認知症の人・家族等の参画を得ながら、「新し

い認知症観」に基づき、地域の現状と今後の

姿を整理し、その実現に向けた具体的な取組

を計画に位置付けることが必要 

７ 特定施設入居者生活介護の指定を受けて

いない有料老人ホーム及びサービス付き高

齢者向け住宅の入居定員総数及び要介護者

等の入居状況 

●改正老人福祉法施行後においては、登録制の

対象となるホーム等について、入居定員総数

を記載することの追記 

●将来に必要な介護保険施設や特定施設入居者

生活介護等の介護サービス基盤の整備に当た

り、特定施設の指定を受けていない有料老人
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ホーム等における要介護者等の状況を踏まえ

ることについて記載 

８ 地域包括支援センター及び生活支援・介

護予防サービスの情報公表に関する事項 

９ 市町村独自事業に関する事項 

  

10 災害に対する備えの検討 ●災害発生時に様々な応急対策活動の拠点とし

て機能することが見込まれる介護施設等につ

いて、平時から状況把握に努めるとともに、

緊密に連携することの重要性について記載 

●介護施設等における防災・減災対策の一層の

推進について記載 

●市町村による支援・連携のもと地域包括支援

センターとしての業務継続に向けた計画等を

策定し、平時からの業務整理、地域における

関係構築、訓練の実施等に活かすこと、都道

府県による平時からの支援やネットワークづ

くりの重要性について記載 

 

 

 

 

 

 

➔災害・感染症時にも地域包括支援センターの

業務を継続できるよう、業務継続計画の策定・

見直しとともに、平時からの関係構築や訓練

の実施を検討 

11 感染症に対する備えの検討 ●市町村による支援・連携のもと地域包括支援

センターとしての業務継続に向けた計画等を

策定し、平時からの業務整理、地域における

関係構築、訓練の実施等に活かすこと、都道

府県による平時からの支援やネットワークづ

くりの重要性について記載 
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別表１ 

 


